
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 13,364,738,648   固定負債 6,330,831,347

    有形固定資産 12,948,291,946     地方債等 5,428,477,247

      事業用資産 6,679,955,164     長期未払金 -

        土地 3,432,612,246     退職手当引当金 265,733,521

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 7,850,021,400     その他 636,620,579

        建物減価償却累計額 -4,603,870,212   流動負債 591,096,765

        工作物 16,425,463     １年内償還予定地方債等 450,958,765

        工作物減価償却累計額 -15,233,733     未払金 8,592,848

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 51,177,082

        航空機 -     預り金 379,393

        航空機減価償却累計額 -     その他 79,988,677

        その他 - 負債合計 6,921,928,112

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 14,821,917,691

      インフラ資産 6,237,332,831   余剰分（不足分） -6,242,038,338

        土地 79,368,295   他団体出資等分 -

        建物 111,515,240

        建物減価償却累計額 -63,612,686

        工作物 8,088,397,503

        工作物減価償却累計額 -2,231,772,235

        その他 589,141,816

        その他減価償却累計額 -335,705,102

        建設仮勘定 -

      物品 146,537,666

      物品減価償却累計額 -115,533,715

    無形固定資産 2,105,427

      ソフトウェア 2,105,427

      その他 -

    投資その他の資産 414,341,275

      投資及び出資金 10,715,000

        有価証券 410,000

        出資金 6,030,000

        その他 4,275,000

      長期延滞債権 159,507,899

      長期貸付金 27,402,704

      基金 231,905,397

        減債基金 -

        その他 231,905,397

      その他 27,000,000

      徴収不能引当金 -42,189,725

  流動資産 2,137,068,817

    現金預金 665,911,492

    未収金 56,679,437

    短期貸付金 877,000

    基金 1,456,302,043

      財政調整基金 972,536,598

      減債基金 483,765,445

    棚卸資産 515,510

    その他 -

    徴収不能引当金 -43,216,665

  繰延資産 - 純資産合計 8,579,879,353

資産合計 15,501,807,465 負債及び純資産合計 15,501,807,465

連結貸借対照表
（平成28年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成27年4月1日
至　平成28年3月31日

科目名 金額

  経常費用 5,336,069,249

    業務費用 2,722,525,520

      人件費 1,191,708,852

        職員給与費 722,024,198

        賞与等引当金繰入額 51,177,082

        退職手当引当金繰入額 361,058,127

        その他 57,449,445

      物件費等 1,295,787,255

        物件費 780,762,042

        維持補修費 154,444,083

        減価償却費 360,447,719

        その他 133,411

      その他の業務費用 235,029,413

        支払利息 99,103,622

        徴収不能引当金繰入額 34,840,782

        その他 101,085,009

    移転費用 2,613,543,729

      補助金等 2,051,984,416

      社会保障給付 240,642,792

      その他 35,487,238

  経常収益 1,355,718,714

    使用料及び手数料 292,087,406

    その他 1,063,631,308

純経常行政コスト 3,980,350,535

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 13,890

    資産売却益 -

    その他 13,890

純行政コスト 3,980,336,645



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 8,336,727,120 14,862,751,110 -6,526,023,990 -

  純行政コスト（△） -3,980,336,645 -3,980,336,645 -

  財源 4,223,488,878 4,223,488,878 -

    税収等 3,346,349,907 3,346,349,907 -

    国県等補助金 877,138,971 877,138,971 -

  本年度差額 243,152,233 243,152,233 -

  固定資産等の変動（内部変動） -40,833,419 40,833,419

    有形固定資産等の増加 16,825,816 -16,825,816

    有形固定資産等の減少 -51,549,937 51,549,937

    貸付金・基金等の増加 1,533 -1,533

    貸付金・基金等の減少 -6,110,831 6,110,831

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 243,152,233 -40,833,419 283,985,652 -

本年度末純資産残高 8,579,879,353 14,821,917,691 -6,242,038,338 -

連結純資産変動計算書
自　平成27年4月1日
至　平成28年3月31日



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成27年4月1日
至　平成28年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 4,670,420,308

    業務費用支出 2,056,876,579

      人件費支出 919,372,249

      物件費等支出 948,630,523

      支払利息支出 99,103,622

      その他の支出 89,770,185

    移転費用支出 2,613,543,729

      補助金等支出 2,051,984,416

      社会保障給付支出 240,642,792

      その他の支出 35,487,238

  業務収入 5,020,005,605

    税収等収入 3,332,335,435

    国県等補助金収入 837,735,971

    使用料及び手数料収入 283,012,201

    その他の収入 566,921,998

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 13,890

業務活動収支 349,599,187

【投資活動収支】

  投資活動支出 70,027,644

    公共施設等整備費支出 66,823,336

    基金積立金支出 3,204,308

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 63,579,631

    国県等補助金収入 45,468,800

    基金取崩収入 18,110,831

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -6,448,013

【財務活動収支】

  財務活動支出 467,325,702

    地方債等償還支出 465,067,702

    その他の支出 2,258,000

  財務活動収入 242,423,000

    地方債等発行収入 242,423,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 665,911,492

財務活動収支 -224,902,702

本年度資金収支額 118,248,472

前年度末資金残高 547,663,020

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 665,911,492



１　重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価

　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価

　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

　②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価

　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価

　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①子会社・関連会社株式・・・・・・・・・取得原価

　　ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

　②その他有価証券

　　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・会計年度末における市場価格

　　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法）

　　ただし、時価又は実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

　③出資金・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

　　ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

　①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・定額法

　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　　　　建物　　　　　　８年から５０年

　　　　工作物　　　　１０年から７５年

　　　　物品　　　　　　３年から１５年

　②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・定額法

　　　　ソフトウェア　　５年

（５）引当金の計上基準及び算定方法

　①投資損失引当金

　②徴収不能引当金

　未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能見込額を計上しています。

　③賞与等引当金

　④退職手当引当金

（６）リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ　ア以外のファイナンス・リース取引

　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲

　現金及び現金同等物

　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

（８）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

　ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等

（１）会計方針の変更

３　重要な後発事象

　特にありません。

４　偶発債務

　特にありません。

５　追加情報

　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は、次のとおりです。

一般会計

国民健康保険特別会計

　財務書類の作成方法について、本会計年度分より、従来の総務省改定モデルによる作成から「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（平成２７年１月総務省）において
示された統一的な基準による作成委変更しました。

注　記

　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上していま
す。

　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　奈良県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、奈良県市町村総合事務組合における積立
金額の運用益のうち安堵町へ案分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（原則、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除く。）
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住宅新築資金等貸付特別会計

下水道事業特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

後期高齢者医療特別会計

水道事業特別会計

③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④売却可能資産は、計上していません。

②地方自治法第２３５条の５に基づく出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって、会計年度末
の計数としています。

　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了
したものとして調整しています。
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